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※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。
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<水関連ユニバース>
水関連事業を行なう企業とは、以下のいずれかに該当する企業をいいます。
◦水関連事業の収益が総収益の20％以上を占める企業
◦水関連事業の利益が総利益の20％以上を占める企業
◦水関連事業への投下資本が総投下資本の20％以上を占める企業

ESG情報
水不足をめぐる世界的課題にソリューションを提供する、日本を含む世界の水関連事業（水インフラ、水処理・効率化およ
び水道事業）に着目して企業を選定します。

●水関連企業への投資割合

※世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」における純資産総額に対する比率です。

出所:BNPパリバ・アセットマネジメント、2023年12月末時点
※記載データは世界⽔資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を⽰したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※上記の定義は、変更される場合があります。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

水インフラ

インフラの提供で
水の安定供給を支える

持続可能な水利用を技術で
実現する

家庭や企業に水を届ける
役割を担う

水処理・効率化 水道事業
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※世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」における純資産総額に対する比率です。

世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

●テーマ別ウェイト

●水資源関連ビジネスのエクスポージャー

出所:BNPパリバ・アセットマネジメント、2023年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

水資源関連ビジネスは、水インフラ、水道事業及び水処理・効率化を指し、株式ポートフォリオに対する比率を表しています。

水道事業 19%

水処理・効率化 34%

現金・その他 1%

水インフラ 46%

55.7%
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●水関連の環境インパクト
2022年における1,000万ユーロあたりの環境インパクト（給⽔量・節⽔量・処理量）です。
環境インパクトとは、保有する企業が⽔課題の解決にどのように貢献したかを測る指標です。なお、これらの数値は企業の
公表するデータに基づき、保有⽐率に乗じて集計したものです。

1,000 万ユーロあたり 参考：全体

総給水量（メガリットル） 326 102,968

総節水量（メガリットル） 422 133,383

総処理量（メガリットル） 2,477 782,845

総給水量
保有する企業の製品やサービ
スを通じて、1年間で実現でき
た水の給水量の合計

総節水量
保有する企業の製品やサービ
スを通じて、1年間で実現でき
た水の節水量の合計

総処理量
保有する企業の製品やサービ
スを通じて、1年間で実現でき
た水の処理量の合計

1,000万ユーロあたりの
環境インパクト（給⽔量・節⽔量・処理量）の合計を１世帯当たりの水消費量で表すと

22,980世帯、ファンド全体では7,921,780世帯にのぼります。

また、達成した環境インパクト（給⽔量・節⽔量・処理量）について東京ドームで換算すると

1.4個分、ファンド全体では821個分に相当します。

出所:BNPパリバ・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。
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●水関連インパクトの観点で注⽬の銘柄紹介
清潔で安全な水を提供する：
Sabesp（サンパウロ州基礎衛生公社）

Cia de Saneamento Basico do Estado de Sao Paulo（サンパウロ州基礎衛生公社、略称：Sabesp（サベスプ））は、
ブラジルのサンパウロ地域で水を集め、処理し、配水しています。88,900kmの水道管網を使用して、水を2,800万人、
排水を2,500万人に供給し、人口に対して世界最大の衛生会社の1つです。水不足の地域で人口が増加し、2013年から
2015年にかけて重大な干ばつを経験したため、水資源の効果的な管理が必要です。過去10年間、Sabesp（サベスプ）は
ブラジルの衛生投資の約30％を担っています。 2022年、Sabesp（サベスプ）は地域で2.858メガリットルの水を提供し、
1.884メガリットルの排水を処理しました。

※「BNPパリバ・ファンズ　アクア」が投資する銘柄です。

出所:インパックス・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。
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世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

●ESG関連指標

※水関連ユニバースについては「ESG情報」に記載しています。

出所:インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

E 環境関連指標
カーボン・フットプリント：商品・サービスの原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでの間に排
出される温室効果ガスをCO2に換算（二酸化炭素排出量）の加重平均値（二酸化炭素換算/トン） 
100万ユーロあたりを表したものです。（カバー率：投資先ファンド 100%、水関連ユニバース 97%）

S 社会関連指標
取締役会に占める女性比率の平均（%）
保有する企業における取締役会に占める女性比率の平均を表したものです。（カバー率：投資先ファンド 100%、水関連ユニ
バース　77.7%）
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世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

※水関連ユニバースについては「ESG情報」に記載しています。

出所:インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

G ガバナンス関連指標
独立社外取締役の割合（%）
保有する企業における独⽴社外取締役⽐率の平均を表したものです。（カバー率：投資先ファンド 86%、水関連ユニバース 
67.4%）

人権関連指標
国連グローバル・コンパクトの署名率（%）
保有する企業における国連グローバル・コンパクトの署名者の割合を表したものです。国連グローバル・コンパクトとは国連と
民間（企業・団体）による持続可能な成長を実現するための世界的な枠組みであり、人権の保護、不当な労働の排除、環境への
取り組み、腐敗防止の4つの分野で10の原則を掲げています。（カバー率：投資先ファンド100%、水関連ユニバース77.7%） 
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スチュワードシップ

2022年は、投資先ファンドにおいて合計680件の議決権を行使しました。

2022年は、 投資先ファンドにおいて53回の株主総会で投票しました。

世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

●議決権行使
年次株主総会での投票は、企業との継続的なエンゲージメントの重要な要素です。投票権を持つ株主は、取締役会の任命、
役員報酬、財務運営などの議案について投票します。

出所:インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

賛成 90%

なし 2%反対 8%

反対 58%

賛成 42%

_055HG_a01_世界水資源関連株式ファンド_ESGレポート_情報_2404_cc22.indd   8_055HG_a01_世界水資源関連株式ファンド_ESGレポート_情報_2404_cc22.indd   8 2024/04/19   14:532024/04/19   14:53

8/15



世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

2022年は、投資先ファンドにおいて企業と合計28件のエンゲージメントを行ないました。エンゲージメントのテーマ別
内訳は以下の通りです。

出所:BNPパリバ・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

企業統治 
38%

社会 29%

環境 34%
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SDGs
●SDGsの17の目標に対する水関連戦略の貢献度

世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

出所:インパックス・アセットマネジメント、2022年12月末時点
※記載データは世界水資源関連株式ファンドの投資先ファンドである「BNPパリバ・ファンズ　アクア」におけるものです。
※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。
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持続可能な開発目標（SDGs）とは、2001年に策定された
ミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年9月
の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」にて記載された2016年から2030年
までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための
17のゴール・169のターゲットから構成されています。

●ご参考

世界⽔資源関連株式ファンド ESGレポート

SDGsについて

SDGsとは

持続可能な 開発 目標
Sustainable Development Goals

※当資料は、インパックス・アセットマネジメント及びBNPパリバ・アセットマネジメントが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成した
ものです。

出所:国連広報センター
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※詳しくは「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。

ファンドの⽬的・特⾊ 

ファンドの⽬的 
・⽇本を含む世界の⽔に関連する事業を⾏なう企業の株式に投資を⾏ない、信託財産の成⻑をめざします。  

ファンドの特⾊ 
・⽇本を含む世界の⽔に関連する事業を⾏なう企業の株式に投資します。 
・株式の運⽤は、インパックス・アセットマネジメントが⾏ないます。 
・毎年 4 ⽉ 2 ⽇および 10 ⽉ 2 ⽇（休業⽇の場合翌営業⽇）に決算を⾏ない、収益分配⽅針に基づいて収益の分配を⾏ないます。 

 

投資リスク 

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので
はなく、これを割込むことがあります。信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯⾦とは
異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 
株価の変動 
（価格変動リスク・信⽤リスク） 

株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。 
発⾏企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資⾦が回収できなくなることもあり
ます。組⼊銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本
を割込むことがあります。 
当ファンドは、特定の分野に関連する銘柄に投資しますので、こうした銘柄の下落局⾯で
は、基準価額が⼤きく下落することがあります。 
また、当ファンドは中⼩型株式に投資することがあります。中⼩型の株式については、株式
市場全体の動きと⽐較して株価が⼤きく変動するリスクがあり、 当ファンドの基準価額に
影響する可能性があります。 
新興国の証券市場は、先進国の証券市場に⽐べ、⼀般に市場規模や取引量が⼩さく、
流動性が低いことにより本来想定される投資価値とは乖離した価格⽔準で取引される場
合もあるなど、価格の変動性が⼤きくなる傾向が考えられます。 

為替変動リスク 外貨建資産については、資産⾃体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レー
トの変動の影響を受けます。組⼊外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円⾼⽅
向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことがありま
す。 
特に、新興国の為替レートは短期間に⼤幅に変動することがあり、先進国と⽐較して、相
対的に⾼い為替変動リスクがあります。 

カントリー・リスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が⽣じた場合、
または取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
⽅針に沿った運⽤が困難となることがあります。 
新興国への投資には、先進国と⽐べて⼤きなカントリー・リスクが伴います。 

その他 解約資⾦を⼿当てするため組⼊証券を売却する際、市場規模や市場動向によっては市
場実勢を押下げ、当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、基準価
額が下落する要因となります。 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
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※詳しくは「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。

お申込みメモ 

 
 

購⼊単位 最低単位を 1 円単位または 1 ⼝単位として販売会社が定める単位 
購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額（1 万⼝当たり） 
購⼊代⾦ 販売会社が定める期⽇までにお⽀払い下さい。 
換⾦単位 最低単位を１⼝単位として販売会社が定める単位 
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額（1 万⼝当たり） 
換⾦代⾦ 原則として換⾦申込受付⽇から起算して 6 営業⽇⽬からお⽀払いします。 
申込受付中⽌⽇ ① ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所またはルクセンブルクの銀⾏の休業⽇ 

② ルクセンブルクの銀⾏の休業⽇（⼟曜⽇および⽇曜⽇を除きます。）の 前営業⽇ 
③ ①②のほか、⼀部解約⾦の⽀払い等に⽀障を来すおそれがあるとして 委託会社が定める⽇ 
（注）申込受付中⽌⽇は、販売会社または委託会社にお問合わせ下さい。 

申込締切時間 午後 3 時まで（販売会社所定の事務⼿続きが完了したもの） 
換⾦制限 信託財産の資⾦管理を円滑に⾏なうために⼤⼝の換⾦申込みには制限があります。 
購⼊・換⾦申込受付 
の中⽌および取消し 

⾦融商品取引所等における取引の停⽌、外国為替取引 の停⽌その他やむを得ない事情が発⽣ した 場合
には、購⼊、換⾦の申込みの受付けを中⽌すること、すでに 受付けた購⼊、換⾦ の申込みを取消すことがあ
ります。 

繰上償還 ◎主要投資対象とする組⼊外国投資証券が存続しないこととなる 場合には、受託会社と合意のうえ、 信託
契約を解約し、信託を終了（繰上償還）させます。 
◎次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、 信託契
約を解約し、繰上償還できます。 
・受益権の⼝数が 30 億⼝を下ることとなった場合 
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき 
・やむを得ない事情が発⽣したとき 

収益分配 年２回、収益分配⽅針に基づいて収益の分配を⾏ないます。 
（注）当ファンドには、「分配⾦再投資コース」と「分配⾦⽀払いコース」があります。 
なお、お取扱い可能なコースおよびコース名については異なる場合がありますので、 販売会社にお問合 わせ 下
さい。 

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益⾦不算⼊制度 の適⽤はありません。 
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資⾮課税制度） の適⽤対象であり、2024 年 1 ⽉ 1 ⽇
以降は⼀定の要件を満たした場合に NISA の適⽤対象となります。 
※税法が改正された場合等には変更される場合があります。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を⽰すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を⽬的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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